
１　平成28年度決算状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 構成  構成 経常収支

 比 %  比 % 比率  %  

43.4 13.6 25.4

0.4 8.9 16.3

0.1 34.6 16.8

27年 0.2 4.9 10.0

増減率 (27/22) 年 0.1 4.9 10.0

29.1.1 5.4 0.0 0.0

対前年度増減率　　  <収益事業> 0.1 53.1 52.2

(参考)65才以上人口 14.6 18.1

 面積 東京都六市競艇事業組合 0.2 0.6 1.0

0.2 7.0 10.1

1  <その他> 0.7 2.5

A 東京市町村総合事務組合  内 0.4 0.0

2 0.3 10.6 13.8

B  訳 0.0  

3 0.0 11.6

（Ａ－Ｂ） Ｃ 0.0 0.3

4 50.8 11.6

Ｄ 1.4 7.1

5 1.1 4.5

 　　　　　　（C-D)　 E（Ｃ－Ｄ） Ｅ 1.0

6 20.9  減収補塡債特例分

Ｆ 13.4  及び臨時財政対策  

7 0.1  債を歳入経常一般

Ｇ 0.0  財源等に加えない

8 5.1  場合の経常収支比

Ｈ 2.6  率

9 0.6

Ｉ 3.0

10 (0.6)

（Ｆ+Ｇ +Ｈ-Ｉ) Ｊ

100.0 100.0

 改定実施 増減率 基準

 年 月 日  　　％  　 　％ 税額 75 千円  収入済額 千円  　　％

 26. 4. 1 個 人 分 0.9

う ち 技 能 労 務 職  26. 4. 1 法 人 分 △ 21.2

 26. 4. 1 1.4 ※

 10. 4. 1 22.1

 10. 4. 1 △ 3.2

 10. 4. 1

職員数 皆減 　　含む

 　　 人

1.1

1.1

△ 0.9  

東中神駅自由通路等整備 2,589

55,380 都市計画道路３･４･１号整備 236

都市計画道路３･４･２号整備 114

拝島第一小校舎増築等 227

　　注 1　経常収支比率の（　）は、減収補塡債特例分及び臨時財政対策債を歳入経常一般財源等に加えないで算出した率。 2,519 (仮称) 教育福祉総合センター整備 120

　　注 2　健全化判断比率の（　）は、早期健全化基準。  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コンビニエンスストア証明書等交付システム導入 36

地 方 税

 経常一般  構成

性　　　質　　　別　　　歳　　　出

区　　　分
決算額

健　全　化　判　断　比　率

人　　　　　　　　口  　指定団体等の状況
事務の共同
処理の状況

 充当一般

 　　　　千円

平 成 ２ ８ 年 度 団体コード １３２０７１ 市 　町　 村　 類　 型 Ⅲ－３
歳　　　　　　　　　　　入

区　　　分
 　決算額

 比 %

84.7 人 件 費

経常経費充当

17,550,296
決 算 状 況 団　体　名 昭　島　市 ２８年度交付税種地区分 Ⅱ－８

5,326,22619,049,420

 財源等  千円  　　　　千円  財源等千円 一財等 千円

5,781,498 5,382,270

利 子 割 交 付 金 28,434 28,434 0.1 扶 助 費
指　　　数　　　等

地 方 譲 与 税 168,686 168,686

14,691,619 3,523,170 3,522,849

0.8 う ち 職 員 給 3,764,507 3,440,340 3,417,058

国
調

111,539人  過　疎 首　都  <ごみ・し尿処理> 基 準 財 政 需 要 額

△ 0.7%  山　村 近郊整備 東京たま広域資源循環組合

16,471,391千円 配 当 割 交 付 金 92,663

基 準 財 政 収 入 額 16,294,599千円 株式等譲渡所得割交付金 53,635

92,663 0.4 公 債 費 2,103,366 2,103,366 2,095,199

2,095,171

28

53,635 0.3
住

民

基

本

台

帳

112,789人  離　島 既成市街地 標 準 財 政 規 模 21,332,884千円 地 方 消 費 税 交 付 金 2,370,753 2,370,753 11.4 一時借入金利子 28 28

元 利 償 還 金 2,103,338 2,103,338

△0.1%  不交付 臨 時 財 政 対 策 債
272,760千円

ゴルフ場利用税交付金 27,910 27,910 0.1 小　　　　　計 22,576,483 11,008,806 10,944,274

 広域行政圏 東京都十一市競輪事業組合 発 行 可 能 額 特別地方消費税交付金 物 件 費 6,199,573 4,415,400 3,797,135

 29.1.1 28,322人 17.34K㎡
財 政 力 指 数

0.977 自動車取得 税 交 付金 76,764 76,764 0.4 維 持 補 修 費 240,909 218,704 218,704

決 算 収 支 の 状 況 （ 千 円 ）  平成28年度  平成27年度 単年度(0.989) 地 方 特 例 交 付 金 79,159 79,159 0.4 補 助 費 等 2,961,845 2,490,764 2,119,272

歳 入 総 額
43,841,958 43,032,862

実 質 収 支 比 率 5.1% 地 方 交 付 税 286,736 163,242 0.8 積 立 金 1,080,044 1,076,071

経常一般 財源 比率 97.1% 普 通 交 付 税 163,242 163,242 0.8 投 資 ・ 出 資 ･ 貸 付 金 6,000

歳 出 総 額
42,505,442 41,909,657

立川･昭島･国立聖苑組合 公 債 費 負 担 比 率 8.3%

経 常 収 支 比 率

特 別 交 付 税 123,494 繰 出 金

交通安全対策特別交付金 12,408

4,505,731 3,973,185 2,904,929

東京都後期高齢者医療広域連合 震災復興特別交付税

歳 入 歳 出 差 引 額
1,336,516 1,123,205

95.2%

0.1 投 資 的 経 費 4,934,857 806,675

前 年 度 繰 上 充 用 金  歳入一般財源等

25,326,121千円（96.5%）

国有提供施 設 交 付金 13,107 13,107

12,408

0.1 う ち 人 件 費 124,871 124,871

翌年度へ繰り越すべき財源
247,904 129,480

地 方 債 現 在 高 Ａ 21,522,773千円

小　  　　　　計 22,259,675 20,637,057 99.6
内
　
　
　
　
訳

普通建設事業費 4,934,857 806,675

0.0 補　　　助 3,031,188

 経常経費充当一般債務負担行為翌年度

分 担 金 ・ 負 担 金 628,487 0 81,322

実 質 収 支
1,088,612 993,725

以降支出 予定 額Ｂ

使 用 料

2,130,119千円

積 立 金 現 在 高 Ｃ 9,940,491千円 1,903,669 725,353

 財源等　

19,984,314千円468,013 78,647 0.4 単　　　独

手 数 料 440,036 0 0.0 そ　の　他

単 年 度 収 支
94,887 △ 265,085

（ う ち 財 政 調 整 基 金 ) (3,441,855)　  

実質的将来財政負担額

都 支 出 金 5,869,050 失業対策事業費

国 庫 支 出 金 9,176,225
13,712,401千円

災害復旧事業費

積 立 金
2,760 2,495

Ａ ＋ Ｂ － Ｃ

財 産 収 入 33,823 560 0.0

寄 附 金 1,918

繰 上 償 還 額
8,167 14,706

積 立 基 金 取 崩 額 2,128,735千円

繰 越 金 1,123,205

収 益 事 業 収 入 額 20,000千円

繰 入 金 2,255,812

積 立 金 取 崩 額
500,000

諸 収 入 265,514 477 0.0 96.5%実 質 赤 字 比 率 －   (  12.37) %

地 方 債 1,320,200

実 質 単 年 度 収 支
△ 394,186 △ 247,884

連結実質 赤字 比率 －   (  17.37) %

(うち臨時財政対策債)実 質 公 債 費 比 率 0.5 (  25.0  ) %

将 来 負 担 比 率

(272,700)

－   (350.0  ) %

合     　　　　　計 43,841,958 20,716,741 100.0 合　　　　　計

一　　般　　職　　員　　（２９．４．１現在） 特　別　職　等（２９．４．１現在）
市              町              村              税

目    　的　    別   　歳   　出
(市町村民税個人分のうち、所得税からの税源移譲相当額については基準税額×100/100)

区　　　分
決算額 構成比

42,505,442 23,989,605

 超過課税分
区　分

決算額  構成比
区　　　　分

職員数 ４月分給料支払 １人当り支給月額
区　　　分

　充当一般

 　　 A　人 総額　B 千円 　       B/A  円

一 般 職 員 市 町 村 長 1,000,000

 　　　　　千円 千円   財源等　千円
×

100

（報酬）月額　円

１人当り平均給料

360,740

副 市 長 ( 総 括 担 当 ) 880,000 民 税

市 町 村 6,958,159 36.5 6,838,720

1,567,384

810,000 固 定 資 産 税

1,288,391 6.8

360,790 0.9議 会 費

民 生 費 20,760,690

9.6 3,694,201

48.8 8,122,205

130,550 総 務 費 4,092,074

消 防 職 員 軽 自 動 車 税

8,379,951 44.03 1,165 388,333教 育 公 務 員 教 育 長 8,260,399

臨 時 職 員
議
　
　
会

議 長 610,000 112,618 0.6

818,907 労 働 費

8.3 2,670,817120,084 衛 生 費 3,522,217

366,753

0.2 36,700

0.9 220,163

合　　　　計

副 議 長 550,000 市 た ば こ 税 811,177 4.2

議 員 530,000   ※ 交付金を 農林水産業費 85,953鉱 産 税

0.5 169,941
 事　　業　　名 法適用

実質収支額 普通会計から 199,5450.0 商 工 費

土 木 費 　　　　　千円 の繰入金 千円

議 員 定 数 （ ２ ２ 人 ）

法 定 外 普 通 税加 入 世 帯 数

特 別 土 地 保 有 税 0

 B/A×100

12.0 1,822,651

3.4 1,255,7161,499,124 7.9

17,557世帯

目 的 税

う ち 退 職 者 被 保 険 者 等 B

被 保 険 者 数 A 27,731   人

入 湯 税

5,117,259

教 育 費

消 防 費 1,432,212

事 業 所 税

504   人 4,464,583 10.5 3,533,105

介 護 保 険
215,238 1,190,599 13 1.8   ％

都 市 計 画 税 1,499,124 7.9 公 債 費

災 害 復 旧 費

2,103,366

旧 法 に よ る 税

4.9 2,103,366

後 期 高 齢 者 医 療 24,755 253,034 5
前年度繰上充用金

（ 保 険 事 業 勘 定 ）

合　　　計

1 世 帯 当 り 保 険 税 調 定 額 146,781   円

被 保 険 者 1 人 当 り 保 険 税 調 定 額 92,929   円

（ 事 業 勘 定 ）

合　　　計 19,049,420

322,250

100.0 17,605,494 130,550

退 職 者 医 療 制 度 加 入 率

諸 支 出 金

下 水 道 事 業 無 417,917 532,060 13

560 180,460

国 民 健 康 保 険
370,491 1,385,303 17

557 179,295 321,894

64 21,015 328,359

23,989,605被 保 険 者 １ 人 当 り 費 用 487,160   円

納税義務者数 平成２８年度大規模事業　　（単位：百万円）

徴
　
収
　
率

区　　　　分
 現年課

 　　％

99.3
8

保 険 税 （ 料 ）

保 険 給 付 費

2,543,534千円

42,505,442 100.0

 税分％  越分％7,845,953千円

市 町 村 税 合 計 31.3

上 水 道 事 業 有 571,288 17,311 27

後 期 高 齢 者 支 援 金 等
土 地 区 画 整 理 事 業 無 1,762 251,240

純 固 定 資 産 税 99.6 32.0

前 期 高 齢 者 納 付 金 等 1,173千円

法  人
税　割

市 町 村 民 税 98.9

個  人
均等割

 　　　人

介 護 給 付 費 納 付 金

国
保
事
業
会
計
の
状
況

98.6

1,620,754千円

( 徴 収 猶 予 分 除 く ) (99.3) (31.3) (97.7)

579,793千円

国民健康保険税（料） 93.2 26.2 81.5

31.0 96.4

97.7

 滞納繰  合　計

公
　
営
　
事
　
業
　
の
　
状
　
況


